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Amazon への質問、Amazon からの回答及び事務局による Amazon への更問 
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国内管理人について 

【Amazon への質問と Amazon からの回答】 

（国内管理人の業務内容と負担割合について） 

Q1-1. 御社における国内管理人についてお伺いします。国内管理人は、利用事業者その

他の関係者と緊密に連絡を行うための必要な業務を行う者です。利用事業者その他

の関係者と御社においては、様々な場面でコミュニケーションされていると思いま

す。御社において国内管理人はどういった業務をされていらっしゃいますでしょう

か。また、業務の負担感や比重を理解したいと思いますので、各業務にかかる時間

内訳（例：XX 業務は 60%、YY 業務は 20%、ZZ 業務は 20%など）をできる限り詳細に

教えてください。 

 

（答） 

1.1. 特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律（以下

「透明化法」）における国内管理人は、貴省をはじめとする外部の関係者の皆様

と連携し、そのような皆様からの特定デジタルプラットフォームの提供に関す

る運営の改善に向けた意見等を踏まえて、社内の関係部署等とも連携しながら

改善に向けた検討を行い、それを運営に反映していく役割を担っているものと

理解しております。 

1.2. 弊社では、従前、事業部門に属するコンプライアンスチームに国内管理人を置

き、同チームが上記の役割を担っておりましたが、改めて、透明化法の指針に

おける『国内管理人』に期待される役割に照らし、国内管理人の中立性をさら

に強化するとともに、より客観的な視点で改善を推進できるよう、昨年５月よ

り、国内管理人の役職及びコンプライアンスチームの機能を法務部門に移管し

ました。 

1.3. 国内管理人には、業務を改善する必要がある場合に事業部門の責任者等と直接

連携して速やかに改善を進めることができるよう、ディレクターの職位にある

者を選任しています。また、外部から弊社の事業に関して寄せられる様々な懸

念や、販売事業者様に関連する紛争案件などに関する弊社の対応や取組みに精

通しており、透明化法のみならず、独占禁止法等の関連する法令の遵守の観点

から適切な方針を示すことができることからも、現在の国内管理人は、日本に

おける紛争・訴訟案件や、透明化法を含めた行政庁による調査・照会等に対応

する法務部門の責任者を選任しています。 

1.4. さらに、国内管理人のもとには、社内弁護士を含む透明化法に関連する様々な

業務に速やかかつ適切に対応するための従業員を配置しています（以下「透明

化法担当」）。透明化法担当は、透明化法における大臣評価や、貴省やデジタル

プラットフォーム取引相談窓口（DPCD）様などの外部関係者とのコミュニケー

ションや協議を通じて明らかとなった事項を関連部署の責任者や担当者に共有

するとともに、当該事項を調査し、その結果とそれに対する改善策をそれらの
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る情報は、御社と利用事業者との取引環境の改善、特に、不正への対応を迅速に行う

ことや仕組みを改善することに有用と考えられます。現在、御社において、利用者か

らの情報提供や苦情を端緒した、個別案件の内部でのご調整やご対応は、どのような

部門が連携する仕組み（例：手段や方法、手順、頻度やタイミング、関係者など）で

運用されているのかについて、お伺いできますと幸いでございます。 

 

（答） 

2.1. まず、Amazon では、個々の不正行為の取締りに関連する情報については、販売事

業者様固有の情報であり、機密性の高い情報として厳格に管理すべきであること

から、データセキュリティの観点から、当該取締りを担当する部署に対して直接

に販売事業者様からの情報が共有されるような仕組みを構築しています。例え

ば、アカウント停止等の措置を受けた販売事業者様からの異議申立てについて

は、原則としてアカウント健全性ダッシュボードからご連絡いただくようお願い

しており、これによって、販売事業者様から送信された情報が当該措置を行った

部署の審査担当者に直接かつ速やかに共有され、当該担当部署において事案を再

度精査することができるようになっています。また、規約違反の疑いのある出品

活動に関する情報提供については、専用のご連絡フォームも設けています（例え

ば、販売事業者様向けの「不正または違反を報告」、権利所有者向けの「知的財

産権の侵害を申告」のフォームなど）。このようなフォームにおいては、ご連絡

の内容に応じた選択肢を選択して情報を送信いただくことにより、当該内容に関

する調査や措置を担当する担当部署等に情報が直接共有され、速やかに対処でき

るようにしています。 

2.2. さらに、一般利用者様、販売事業者様などからお寄せいただいたそれ以外の情報

提供や苦情についても、事案や必要性に応じて、お問い合わせを受け取った部署

から関連部署に適時かつ適切に共有され、必要な対応を採ることができるように

仕組みを構築しています。 

例えば、お問い合わせを受け取った一般的なお問い合わせ担当窓口の担当部署

（一般利用者様向けのカスタマーサポート、販売事業者様向けのテクニカルサポ

ートなど）が独自に問題の確認を行い、対応する権限を有しているものもあれば、

内容の専門性や複雑性等によっては、手順書に従って社内の関連部署に速やかに

当該情報を転送し、共有することで、当該関連部署が問題への対応や販売事業者

様への返答を行う場合もあります。 

2.3. 複数の部署間で連携するケースとしては、例えば、Amazon のストア上で注文し

た商品について、一般利用者様からカスタマーサポート宛に偽造品に関する懸念

が共有された場合、一般利用者様に対してはカスタマーサポートから返品等に関

してご案内を差し上げるとともに、社内の偽造品に関する調査や措置等の担当部

署にも当該情報がタイムリーに共有される仕組みになっており、そのような情報

が当該出品の調査や出品停止等の措置を行うかどうか等の判断のための考慮要

素として利用されることがあります。 
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との関わりのあるものがあれば合わせてご教示いただきたけますと幸いでございま

す。 

（参考）オンラインモール分野 2024fy 大臣評価における関連する記載 

➢ 特定デジタルプラットフォーム提供者各社において、大臣評価で取り上げ

た論点ごとに苦情（楽天・LINE ヤフーは苦情の範囲を限定しているた

め、苦情の定義に該当しない「相談」も含む）の件数を、例えば、規約の

中で用いられるキーワードでの検索を掛けるなどして合理的に集計・分析

し、定期報告書（様式２）の２（５）にその結果を記載することを求め

る。なお、次年度の定期報告書については、集計の仕組みが出来ておらず

リアルタイムの分類ができていないと考えらえることから、集計対象期間

については合理的な範囲で設定することが考えられる。（p.97） 

➢ Amazon に対しては、本年度のモニタリング会合で取り上げた利用事業者

の声を踏まえ、自身に寄せられている相談・苦情事例を分析した上で、そ

の課題を解決するための運営の見直すことを期待する。（p.100） 

➢ Amazon に対し、法第７条第３項第３号、省令第１４条第４項、指針２．

２．１①②の趣旨に鑑み、次年度の定期報告書において、カタログの編集

権限に関する考え方・仕組み、修正依頼をした場合のフロー、これらの利

用事業者への開示状況、並びに、上記のような問題について自社に寄せら

れている利用事業者の声を分析した結果を踏まえた対応策（仕組みの見直

し、又は、仕組み自体に問題がないのであれば開示内容の充実など）を報

告することを期待する。（p.128） 

 

（答） 

2.9. 本年２月 14 日に公表された「特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正

性についての評価」において弊社が指摘を受けた改善すべき分野に関連し、以下

の分野について、苦情の件数、分析の概要をご報告させていただきます。 

2.10.   

 

2.11.   
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不正者への不要な情報開示を避けつつ、措置理由や改善へのアドバイスなど

を適切にコミュニケーションする方法について 
 

【Amazon への質問と Amazon からの回答】 

（不正行為を助長せずに審査等の基準をコミュニケーションする工夫について） 

Q4-1. 御社における審査・エンフォースメントに際して利用事業者とのコミュニケーシ

ョンの工夫、特に、不正行為を助長するような情報開示を避けつつ、措置理由や改

善へのアドバイスなどを適切にコミュニケーションするための工夫についてお伺い

します。審査・エンフォースメントを実施する基準については、様々な商品等や

様々な場面にも適用できる記載である必要性があるもの、また、具体性を増すと適

用が限定的となることや、迂回行為を助長することといった懸念が一般的に生じる

ものと考えられます。しかし一方で、これは基準の透明性の課題とも隣り合わせと

なっていると考えられます。こうした中、御社においては、審査・エンフォースメ

ントの基準について、不正行為を助長するような情報開示を避けつつ、利用事業者

と適切にコミュニケーションするために取り組んでいらっしゃることがあれば、お

伺いしたく存じます。可能であれば、プラットフォームサービスの一部拒絶、全部

拒絶、支払留保、返品受入要請などの具体的事例を踏まえて、お伺いできますと幸

いです。 

 

（答） 

4.1. Amazon では、アカウント停止等の措置のおそれのある行為について、明確かつ

透明性のある基準を提供する必要性と、不正行為者による迂回行為の防止等のセ

キュリティ上の必要性を考慮しながら、類型に応じてバランスの取れた開示を行

うよう努めています。 

例えば、アカウント健全性の評価では、評価の対象となるポリシーをあらかじめ

特定して開示するとともに、Amazon での出品に関する特定のポリシーに違反し

ているために出品用アカウントが停止されるリスクを、0～1,000 の範囲の色分

けされたスコアで販売事業者様に示しています。これによって、販売事業者様は

出品用アカウントが停止されるリスクがあるかどうかを事前に確認することが

でき、また、そのような違反に速やかに対処することで、アカウントの停止を未

然に防ぐことができます。 

4.2. 他方で、不正行為者は様々な手法により迂回行為を試みるところ、不正行為等の

取締りに関して予め詳細な基準等を開示することは、そのような迂回行為を容易

にしかねず、また、一度そのようにより詳細な基準を開示すれば、Amazon のスト

ア上で一般利用者様や他の販売事業者様等が不正行為による被害に遭われる可

能性があります。そのため、いわゆる不正行為、違法行為、その他有害な行為に

ついては、「出品者利用規約および出品者行動規範」や「出品者の禁止活動およ

び行為、ならびに遵守事項」のページにおいて、その概要や行為の例を掲載する

に留めつつ、具体的な懸念事項については、リスクの程度に応じて個別の販売事

業者様への通知に盛り込むなどの工夫をしています。例えば、不正行為の疑いが










